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2021年4月1日

２．社会・経済の現状について

（１）産業構造の変化について

2

（P3） 産業別の就業者数（就業者シェア）の推移
（P4） 「G（グローバル競争）型産業」と「L（地域密着）型産業」
（P5） GxL:CXDX時代の経済社会トランスフォーメーション新旧憲法比較＜大項目＞



産業別の就職者数（就業者シェア）の推移

※令和４年版 労働経済の分析 第2-(1)-3図
3



「G（グローバル競争）型産業」と「L（地域密着）型産業」

「グローバル大企
業」勤労者

比率

L型産業70％G型産業30％

「グローバル大企
業」勤労者

比率20％

８割の人々は、伝統的日本的正
社員雇用の外側、すなわち中
小企業正社員や非正規として

働いている

原則と例外は既に逆転！

東
京
都
市
圏30

％

そ
の
他7

0

％

東
京
都
市
圏

そ
の
他

L（地域密着）型
産業G（グローバル競争）型産業

世の中のイメージ 現実の姿

G（グローバル競争型）型産業：製造業、IT産業（大企業中心）
L（地域密着）型産業：観光、宿泊、飲食、日用品・生活必需品以外の小売、住宅関連等のローカルなサービス産業（中小企業中心）

※第21回 資料２冨山委員提出資料P7 なぜ昨今の労働問題の議論が空回るか、世の中にあまり響かないのか
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GxL:  CXDX時代の経済社会トランスフォーメーション 新旧憲法比較 ＜大項目＞

※第21回 資料２冨山委員提出資料P10 GxL: CXDX時代の経済社会トランスフォーメーション 新旧憲法比較 ＜大項目＞

②産業組織

⑤成長戦略

④資本市場

③経済成長モ
デル

低い流動性、長期雇用重視、
メンバーシップ型指向、個社の雇用責任重視

高い流動性、多様な雇用形態への備え、
ジョブ型指向、社会全体でセーフティネット

縦型で大企業を頂点とする閉鎖的な
階層構造

産業構造の安定性、固定性重視

フラットで新旧大小関係ない対等で
開放的なレイヤー・ネットワーク構造
産業構造の変容、新陳代謝重視

大量生産大量販売モデル、設備投資、中産階級雇
用創出、GDPとGNIの両方に貢献

伝統的な産業政策

弱い資本市場規律、脆弱なベンチャー型
資本市場システム

（日本の特殊性、慣性を重視）

イノベーション・高付加価値知識集約モデルで戦うG
型産業がGNＩを稼ぎ、L型産業はLDXによる生産性

向上でＧＤＰに貢献

強くて洗練された資本市場規律、高度な
ベンチャー型資本市場システム

（グローバルルールで勝つ力の基盤）

広義の競争政策（水平独占規制よりもイノベーション
促進型ルールデザイン）、基礎研究機関と超高度人

材に関わる仕組みの大改革

旧憲法 新憲法

①労働市場

根本課題：新陳代謝と流動性を前提とした包摂的な経済社会システムをどう構築するか！？
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2021年4月1日

２．社会・経済の現状について

（２）多様な人材の労働参加と企業の成長について

6

（P7） 無形資産投資の定義と分類
（P8） 労働力の属性変化
（P9） ダイバーシティ経営は企業にメリットがある
（P10）日本のダイバーシティ経営 関連データ
（P11）ダイバーシティインデックス テーマ分野と評価視点
（P12）上場企業の女性役員数の推移
（P13）諸外国の女性役員の割合



無形資産投資の定義と分類

※第21回 資料１みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社酒井様提出資料P10 無形化シフトに対応する米国では、無形資産投資が有形資産投資を上回る
7



労働力の属性変化

※第20回 資料２山田委員提出資料P4 １．社会・経済、ビジネスの変化と労働市場への影響
8



ダイバーシティ経営は企業にメリットがある

※第25回 資料２佐々木委員提出資料P4 ダイバーシティ経営は企業にメリットがある
9



日本のダイバーシティ経営 関連データ

※第25回 資料２佐々木委員提出資料P6 日本のダイバーシティ経営 関連データ
10



ダイバーシティインデックス テーマ分野と評価視点

※第25回 資料２佐々木委員提出資料P20 テーマ分野と評価視点
11



上場企業の女性役員数の推移

※内閣府男女共同参画局 女性役員情報サイト（https://www.gender.go.jp/policy/mieruka/company/yakuin.html）
12

https://www.gender.go.jp/policy/mieruka/company/yakuin.html


諸外国の女性役員の割合

※内閣府男女共同参画局 女性役員情報サイト（https://www.gender.go.jp/policy/mieruka/company/yakuin.html）
13
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2021年4月1日

２．社会・経済の現状について

（３）労働市場の変化について

14

（P15）企業規模別の入職者に占める転職入職者の割合の推移



企業規模別の入職者に占める転職入職者の割合の推移

※令和４年版 労働経済の分析 第2-(2)-3図
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2021年4月1日

２．社会・経済の現状について

（４）労働者の意識・企業の求める人材像の変化について

16

（P17）労働者の職業生活設計の考え方（年齢階級別）
（P18）転職希望率の推移（雇用形態別）



労働者の職業生活設計の考え方（年齢階級別）

※令和４年版 労働経済の分析 第2-(4)-1図
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転職希望率の推移（雇用形態別）

※平成25年~令和４年 労働力調査結果（総務省統計局）（https://www.stat.go.jp/data/roudou/index.html）をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
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2021年4月1日

３．働き方の現状と課題について

（１）生産性向上に向けた雇用管理について

19

ア．人材育成
（P20）企業のOFF-JT及び自己啓発支援に支出した費用の労働者一人当たり平均額
（P21）GDP（国内総生産）に占める企業の能力開発費の割合の国際比較
イ．デジタル技術への対応・リスキリング
（P22）日本企業に求められるDX関連無形資産投資
（P23）企業が管理職の登用・育成に当たって感じている課題
（P24）管理職が感じる職場の環境の変化や管理職としての悩みについて
（P25）中小企業のリスキリングの中身
（P26）自治体による中小企業のDX・リスキリング支援の現在と課題
（P27~P30）事務局ヒアリング資料（佐賀県）



企業のO F F - J T及び自己啓発支援に支出した費用の労働者一人当たり平均額

※令和４年版 労働経済の分析 第2-(4)-16図
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G D P（国内総生産）に占める企業の能力開発費の割合の国際比較について

※平成30年版 労働経済の分析 第2-(1)-13図
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日本企業に求められるDX関連無形資産投資

※第21回 資料１みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社酒井様提出資料P14 日本企業に求められるDX関連無形資産投資～従業員の教育訓練投資が不可欠
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◼ 日本では、人材不足への取り組みが最大の課題。DXを推進するための専門知識を持つ人材がIT企業、非IT企業を問わず不

足

◼ ITリテラシー向上のための労働者の教育訓練投資が不可欠

（出所）総務省「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する
調査研究」より、みずほ銀行産業調査部作成

DXを進める際の課題 従業員のITリテラシーレベルの把握・認識

（出所）情報処理推進機構「DX白書2021」より、みずほ銀行産業調査部作成

従業員のITリテラシー向上策
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（出所）情報処理推進機構「DX白書2021」より、みずほ銀行産業調査部作成
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企業が管理職の登用・育成に当たって感じている課題

※平成30年版 労働経済の分析 第2-(3)-28図
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管理職が感じる職場の環境の変化や管理職としての悩みについて

※平成30年版 労働経済の分析 第2-(3)-26図
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中小企業のリスキリングの中身

※第22回 資料２リクルートワークス研究所大嶋様提出資料P18 中小企業のリスキリングの中身
25



自治体による中小企業のDX・リスキリング支援の現在と課題

※第22回 資料２リクルートワークス研究所大嶋様提出資料P30 日本：自治体による中小企業のDX・リスキリング支援の現在と課題
26



※事務局ヒアリング 佐賀県DX・スタートアップ推進室様
27



※事務局ヒアリング 佐賀県DX・スタートアップ推進室様
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※事務局ヒアリング 佐賀県DX・スタートアップ推進室様
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※事務局ヒアリング 佐賀県DX・スタートアップ推進室様
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2021年4月1日

３．働き方の現状と課題について

（２）人事制度について

31

ア．人事制度を取り巻く現状
（P32）テレワーク（在宅勤務）で感じた課題
（P33）テレワーク（在宅勤務）のデメリット
イ．ジョブ型人事の動き
（P34）競争力要素の国際比較
（P35）就社型と欧米型の歴史的相克
（P36）人材ポートフォリオの在り方
（P37）ヒアリングでわかった企業の取組事例
ウ．労働移動について
（P38）一般労働者の年齢階級別平均勤続年数の推移
（P39）勤続年数別雇用者割合の国際比較
（P40）平均勤続年数の企業規模別比較（2020）
（P41）転職が年収変動に及ぼす影響
（P42）現在の勤め先を選んだ理由（男女別・年齢階級別）
（P43）転職者を採用する際の問題点（企業規模別）
（P44）転職に関して転職者が行政に要望する事項
（P45）新卒入社後、一度でも転職するとほぼトップになれない日本
（P46）スウェーデンの非営利再就職支援機関（Trygghetsträdet ）



テレワーク（在宅勤務）で感じた課題

※テレワークの労務管理等に関する実態調査 令和３年３月（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）P40 Ⅱ．企業調査 結果概要 14．テレワーク（在宅勤務）で感じた課題
32



テレワーク（在宅勤務）のデメリット

※テレワークの労務管理等に関する実態調査 令和３年３月（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）P49 Ⅲ．従業員調査 結果概要 ４．テレワーク（在宅勤務）のデメリット
33



競争力要素の国際比較

※第20回 資料２山田委員提出資料P1 １．社会・経済、ビジネスの変化と労働市場への影響
34



就社型と欧米型の歴史的相克

※第20回 資料２山田委員提出資料P5 １．社会・経済、ビジネスの変化と労働市場への影響
35



人材ポートフォリオの在り方

※第20回 資料２山田委員提出資料P6 １．社会・経済、ビジネスの変化と労働市場への影響
36



ヒアリングでわかった各企業の取組事例

就社型
（メンバーシップ型）

ヒアリングでわかった各企業の取組事例
就職型

（ジョブ型）
伊藤忠商事 KDDI アフラック 日立製作所

採用 新卒採用での育成が基本。
潜在力を重視、社風に合
うか。

採用力を活かした新卒採用での
育成が主体であったが、多様な
経験を有する即戦力キャリア採
用も増加傾向。

新卒採用と同等の割合にキャリア採用
を拡充。新卒採用は一部インターン
シップを活用し、スキル・経験を確認。

新卒は潜在能力を重視、経験者は即戦
力となるスキルを重視。
新卒でもチャレンジしたい領域が明確
な場合は、内定時に初期配属を確約す
る制度を活用し、主体的なキャリア形
成を支援。

経験者および新卒採用について
も一部を除いてスキル・経験を
重視。
新卒は潜在能力も重視。

欠員補充が基本。ポスト
に見合う職務経験を重視。

人事権 人事部門にて管理。 部門ごとの管理を基本。
（全社重要役職を除く）

部署ごとに管理を基本。
一部を人事部門にて管理。

部署（部門）ごとに管理を基本。
人事部門は各部門を支援・コンサル
ティングし、全社最適の観点で配置を
実現。

部署ごとに管理を基本。
チェック機能など一部を人事部
門にて管理。

部署ごとに管理。

職務・配
置

職務・勤務地等が限定さ
れない。
→人事異動が容易。様々な
部署の社内異動やグルー
プ内企業を異動。職種転
換も頻繁。
→ジェネラリスト指向
→社内異動（内部労働市
場）中心

職務・勤務地等が限定されない。
（「原籍」制により、人材育
成・配置の責任部門を特定）
→部門主体で本社・海外・出向
派遣等のローテーションを実施
し、ジェネラリストを育成
→本人希望に基づく異動手段と
して、「チャレンジ・キャリア
制度」を実施

一部で公募制を実施。ジョブに必要な
人材が社内にいない場合は社外から獲
得。
→社内異動（内部労働市場）中心。
→スペシャリスト指向

一部の新卒採用者には内定時に初期配
属を確約するなど、若手の希望を考慮。

一般社員含め全てのポストの職務記述
書を整備し、職務を明示。

主体性を重視した公募制を実施し、社
内外から当該ジョブに最適な人材を獲
得。
他方、コアビジネスの理解と自身の適
性を見極めるために、キャリア初期は
会社主導の異動も組み合わせたジョブ
ローテーションを実施。

職務記述書により職務を明示。
一部で公募制を実施。社内外か
ら当該ジョブに最適な人材を獲
得。
→人事異動は本人の意思を考慮。
（人事権は会社が保持）
→スペシャリスト指向

職務・勤務地等を限定
（職務記述書を作成）。
ポストの公募により配置。
→人事異動が難しい。
→転職・再就職が頻繁。
→スペシャリスト指向
→外部労働市場中心

評価 社内資格による評価が基
本。

個人の能力・成果に基づき評価。 KDDI版ジョブディスクリプション
（グレード定義×専門領域定義）に基
づき、成果や挑戦、能力を評価。

職務記述書に明示された職務の大きさ
に応じてグレード（職務等級）を定め、
それに応じて評価。

一般職は職能等級、管理職は職
務等級。
管理職・一般職ともに、目標の
達成度・成果に基づく評価を実
施。

業界・職種横断資格によ
る評価を考慮。

育成 会社によるキャリア形成
OJTが基本。社内研修は階
層研修が基本。近年は選
抜研修。

部門が各社員の配置・育成に責
任を持ちつつ、人事・総務部
キャリアカウンセラーによる定
期的な面談等により、各社員の
主体的なキャリア形成を最大限
支援。

社員の自律的キャリア形成を促進。
DXを中心とした社内大学を設立しDX

人財育成を強化。

管理職の支援のもと、個人主導の自律
的キャリア構築を促進。
パーソナライズされた能力開発支援と、
会社主導（全社共通・各部門ごと）の
能力開発支援の両輪で人財育成を実施。

個人主導の自律的キャリア構築
を促進。
会社は個人の自主的な取組に伴
走してキャリア形成を支援。
（職務・スキルの見える化、
キャリア開発の機会付与、リス
キル教育実施）

キャリア自立が必要。
Off-JT(教育機関との連携、
インターン、有期雇用で
の実務経験。職業コミュ
ニティーでの交流など）
を重視。

※第20回 資料２山田委員提出資料P６図表1－11「就社型VSジョブ型」、第22回 資料１慶應大学鶴教授提出資料、各企業の人事ヒアリング結果をもとに事務局において整理。
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一般労働者の年齢階級別平均勤続年数の推移

※令和４年版 労働経済の分析 第2-(2)-8図
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勤続年数別雇用者割合の国際比較

※令和４年版 労働経済の分析 第2-(2)-10図
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平均勤続年数の企業規模別比較（2 0 2 0年）

※第20回 資料２山田委員提出資料P13 ２．我が国の雇用流動性の実態
40



転職が年収変動に及ぼす影響

41



現在の勤め先を選んだ理由（男女別・年齢階級別）

※令和４年版 労働経済の分析 第2-(2)-26図
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転職者を採用する際の問題点（企業規模別）

※令和４年版 労働経済の分析 第2-(4)-21図
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転職に関して転職者が行政に要望する事項

※令和４年版 労働経済の分析 第2-(4)-22図
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新卒入社後、一度でも転職するとほぼトップになれない日本

※第21回 資料２冨山委員提出資料P5 新卒入社後、一度でも転職するとほぼトップになれない日本
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スウェーデンの非営利再就職支援機関（Tr y g g h e t s r ä d e t）

※第20回 資料２山田委員提出資料P18 3-2．ジョブマッチングの仕組み改革
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2021年4月1日

企業ヒアリング資料抜粋

47

（P48～P51） ダイキン工業株式会社様提出資料
（P52～P54） 西川コミュニケーションズ株式会社様提出資料
（P55～P57） 株式会社 陣屋様提出資料
（P58,P59） 久野金属工業株式会社様提出資料
（P60～P63） KDDI（春川委員）様提出資料
（P64～P74） アフラック生命保険株式会社様提出資料



ダイキン工業株式会社

※令和４年８月２日 第23回基本部会にてヒアリング

• 1924年（大正13年）創業

• 1934年（昭和９年）

• 1963年（昭和38年）に大阪金属工業株式会社から社名変更
設立

• 大阪市北区本社

• 空調事業、化学事業、その他事業内容

48

○ダイキン情報技術大学の設立

【背景】 現在、日系製造業はモノとコトの両面から攻められている。

モノの面では中韓のメーカーが物量によるコスト力を武器にしており、また、新興国のメーカーも製造業に参入してきている。

コトの面ではGAFAやBATなどのITの巨人が異業種から製造業に参入している。

モノ＋コトに踏み出したいが、IT人材が大幅に不足しており、獲得競争も激しい。

不足している人材を社内で育成するためにダイキン情報技術大学を設立。

【目標】 ①テーマ実行力（ビジネス力）②分析力（データサイエンス力）③データエンジニアリング力の

３つの基礎スキルを備えた人材を育成。

【概要】 技術系大卒新入社員300名弱の中から、希望者を100名選抜（2018年～）。

１年目で、３つの基礎スキルが「見習い」レベルになることを目標に講座を行い。

２年目で、各部門に入りプロジェクトベースの演習を行う。

D X人材育成について



※第23回労働政策基本部会 資料１ ダイキン工業株式会社様提出資料より抜粋
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50
※第23回労働政策基本部会 資料１ ダイキン工業株式会社様提出資料より抜粋
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51
※第23回労働政策基本部会 資料１ ダイキン工業株式会社様提出資料より抜粋
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西川コミュニケーションズ株式会社

※令和４年８月２日 第23回基本部会にてヒアリング

• 1906年（明治39年）創業

• 1949年（昭和24年）設立

• 愛知県名古屋市本社

• マーケティング、プロモーション、ICT、ロジスティクス、コンタクトセンター、
クリエイティブ、印刷、ラベル

事業内容

52

○事業転換への挑戦

【背景】 印刷業を祖業として、電話帳の印刷を長年行う。

時代の変化に伴い、印刷会社から情報加工業としての事業領域の模索、デジタル前提の社会に向けた取組み、

AI前提の社会に向けた取組みを行う。

現在はマーケティング、プロモーション、ICT等８つの事業領域を展開している。

【教育プロジェクト】

生産性向上のため、２０１３年に教育プロジェクト事務局を発足。事務局にて教育施策の立案と実施、意見の吸い上げ、進捗が滞った場

合の促進、全社の課題図書の選定と配布を担当。

社員に求めるスキルを可視化したスキルイメージマップを公開。

資格取得、研修受講、業務に関係する書籍購入費などは会社が負担。教育研修費用を予算化せず、必要なときには惜しみなく投資する。

人材育成について



※第23回労働政策基本部会 資料２ 西川コミュニケーションズ株式会社様提出資料より抜粋
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※第23回労働政策基本部会 資料２ 西川コミュニケーションズ株式会社様提出資料より抜粋
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株式会社 陣屋

※令和４年８月30日 第24回基本部会にてヒアリング

• 1917年（大正７年）創業

• 神奈川県秦野市本社

• 旅館「鶴巻温泉 元湯 陣屋」の運営事業内容

55

○DXの推進・活用

【背景】 2009年に倒産の危機に直面していた陣屋旅館を継承。

経営改善のため、①情報の「見える化」②PDCAサイクルの高速化③情報は持つだけでなく活用させる④仕事を効率化し、お客様との会

話と接点を増やすの４つの方針を決定。経営を支える基幹システムの導入が必要と判断し、それまで全てアナログだった仕事をデジタル

化。

システムエンジニアを採用し、基幹システムを社内で独自開発する。

【推進】 ITを浸透させるためには、①経営者の積極的な活用②ログインしないと仕事にならない業務環境の構築③使いやすいデバイスを自由に選

んでもらう ④メディアや展示会などへの積極的な露出・情報公開が必要。

【成果】 情報に平等にアクセスできることで、指示待ちからの脱却に成功する。

○ワークスタイル変革

【取組】 休館日を設け、変形労働時間制を採用することで、週休３日制を導入。

D Xの推進とリスキリングについて



予約・接待・ハウスキーピング

接客部門 調理部門

上質なサービスを提供するための「陣屋流マルチタスク」

「情報共有」×「協力」×「人材育成」でお客様価値を高める体制
➔お客様の要望に柔軟かつ即座に応えると共に、サプライズ等も皆で考える組織

⚫ 調理場も料理を運んだり、お客様
の前で料理を仕上げたりする

➔ 直接お客様の反応を見ることがで
きるので意識やレベルが向上
接客担当との協力体制も強化

⚫ 調理以外はすべての業務を担当できるので、
お客様のリクエストに自分で即座に対応が可能

➔ 単一仕事より、スタッフの知識・経験・意識がUPする
ので人材育成のスピードと質が高まる

※第24回労働政策基本部会 資料１ 株式会社陣屋様提出資料より抜粋
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世界一に向けて

ＥＳ向上に向けた取り組み～ワークスタイル変革

ＣＳ
顧客満足

ＥＳ
従業員満足

Ｐｒｏｆｉｔ
利益率

毎週火・水曜を
休館日に

【週休２日】

２０１４年２月～

有休休暇完全消化を実施
⚫ 安定した休みの確保
⚫ 出勤日数と労働時間の削減

２０１５年１月～

毎週月・火・水曜を
休館日に

【週休３日】

２０１６年１月～

• 常にベストメンバー
でお客様をお迎え

• プライベートの充実

• 自己研鑽を奨励

• 副業の推奨

毎週月（日帰りのみ）
火・水・木曜
宿泊休館日

【週休３日・副業可】

２０２０年7月～

よりよい
「働き方」を追求

就業規則改定
⚫ 変形労働時間制
⚫ 就業４日間

２０２０年５月～

週40時間の労働時間を4日で消費（1日10時間労働）＊基本給は変更なし

変形労働時間制（圧縮型）

シフトは1日2交代制（日勤/夜勤） マルチタスクの為、夜勤時も日勤同様のサービス品質維持及び業務遂行可能

夜勤が朝食準備を行う為、接客/調理場の早朝の割増賃金の削減が実現

※第24回労働政策基本部会 資料１ 株式会社陣屋様提出資料より抜粋
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久野金属工業株式会社

※令和４年８月30日 第24回基本部会にてヒアリング

• 1947年（昭和22年）創業

• 愛知県常滑市本社

• 自動車用及び産業用プレス部品の製品設計開発、
金型設計製作、プレス加工、溶接組立、表面処理、検査など一貫生産

事業内容

58

○DXの推進・活用

【背景】 自動車関連は100年に一度の大変革期と言われており、変化に対応する能力が必要になる。

この変化に対応するために現場の稼働状況等の確認・集計・分析ができるIoTGO、業務の進捗を可視化できるIoTGO DXの開発を行い、

主要設備のIoT化を進める。

【製造部門でのDX】

機械の稼働率が見えるようになったことで、自立的に自ら気づいて稼働率向上に取り組むようになり、

稼働率32％から71％まで向上した。

IoTGOにより、業務改善に必要なデータ収集、見える化、現状把握のほとんどが終わるため、人が改善活動に集中でき、

改善が早くなる。

結果として、2019年８月に月4600時間あった残業が、2020年８月には、月1300時間まで削減。

【事務でのDX】

IoTGO DXでスケジュール管理等を行うことで、ミスを防ぐ。また、他の従業員の業務状況が分かることで、素早くフォローに入ること

ができる。

D Xによる働き方改革



※第24回労働政策基本部会 資料２ 久野金属工業株式会社様提出資料より抜粋
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K D D I株式会社

※令和４年８月30日 第24回基本部会にてヒアリング

• 1984年（昭和59年）創業

• 東京都千代田区本社

• 電気通信事業事業内容

60

○人財ファースト企業への変革

KDDI株式会社では人財ファースト企業への変革を掲げ、様々な取組を労使でコミットしながら進めている。

その内、新人事制度、働き方改革、社内DXを三位一体の取組として掲げている。

【三位一体改革の取組】

新たな人事制度として、2020年８月にKDDI版ジョブ型人事制度を導入。一般的にイメージされる欧米のジョブ型と異なり、あくまでも

従事する専門領域を明確化し、成果・挑戦・能力を評価する制度。

働き方改革として、一人一人が時間と場所にとらわれず、成果を出せる働き方を実現するため、2020年秋に新働き方宣言を策定。

社内DXとして、働く環境の整備（IT化）と働き方を支える制度整備を行っている。

○労働組合の対応

社内のIT化・DXに対してはポジティブなスタンス。

IT化・DXに限らず労務人事施策全般において、全ての社員、労働者間で分断が起きないように環境を整備。

IT化・D X推進への労働組合の取り組みについて



※第24回労働政策基本部会 資料３ 春川委員提出資料より抜粋
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※第24回労働政策基本部会 資料３ 春川委員提出資料より抜粋
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※第24回労働政策基本部会 資料３ 春川委員提出資料より抜粋
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アフラック生命保険株式会社

※令和４年12月23日 第26回基本部会にてヒアリング

• 1974年（昭和49年）創業

• 東京都新宿区本社

• 生命保険業事業内容

64

○ダイバーシティの推進

創業時から女性活躍が当たり前の風土であったが、女性管理職比率の企業平均との差が縮小してきた。

2014年に「女性の活躍推進プログラム」を策定し、KPIを掲げて、さらなる女性活躍に取り組む。

○働き方改革「アフラックWork SMART」

仕事の進め方を抜本的に見直すとともに、役職・性別に関わらず、時間や場所にとらわれない働き方を実現するための環境を整備。

ダイバーシティ推進と「アフラック W o r k  S MART」

○新人財マネジメント制度

【人財を大切にするコアバリュー】 「人財を大切にすれば、人財が効果的に業務を成し遂げる」という米国での創業（1955年）以来脈々と受け

継がれてきた、人財マネジメントにおける全ての基本となる考え方。

【理念】 社歴・年齢・性別に関係なく、意欲と能力のある人財が、自律的に働き、最大限に力を発揮しながら、主体的にキャリアを構築できる環境を

実現する。

【職務等級制度】 「職務の大きさ」をもとにグレードを定め、“社歴、年齢、性別等”に関係なく、真にパフォーマンス志向で人財を配置・登用。

人財マネジメント制度（人事制度）
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